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１、はじめに－問題の所在 
 
世界各国において“民主主義”の形骸化が問われて久しい。民主主義とは、現代では議会制
民主主義＝多数決主義を指し、代表ないし間接民主主義の形態を採っており、政党政治の論理
に他ならない。しかし、それが今や、明らかに機能不全を起こしている。政党は、支持基盤で
ある人々の生活と福祉を尊重し、彼らの声に十分耳を傾けねばならない。我々が既成政党に期
待するのは、立党理念を基本としつつも、国民と共に歩む“直接民主制的行動”である。 
今からおよそ１年前の 2011 年 9 月 17 日、アメリカ合衆国（以下、米国と略す）のニューヨー
ク市ズッコティ公園（通称＝自由広場）で開始された、「ウォール街占拠（Occupy Wall Street：
OWS）」と称する反・格差の社会的“抗議運動”はその後、単に全米各地のみならず世界中の
都市にも伝播・拡大し、多くの人々の関心を呼んだ(1)。 
 世界経済の中心地であるニューヨ－ク市ウォール街付近において、当初百人程度の規模で始
まったこの抗議運動は、全米に広がる一種の「反・格差社会運動」(2) へと転化していった。今
回の「ウォール街占拠」運動は、何よりも米国および世界中の経済的格差の拡大、また金融危
機以来見られた、一般労働者の大量失業を尻目に大企業優先の救済策や金融機関の責任所在へ
の不問が露骨に示されたことへの抗議であった、といえる(3)。 
 すなわち、“占拠”という形をとった反・格差の抗議運動は、現在の米国における危機の原因
を鋭く批判し、ウォール街の銀行・証券会社、大企業、およびその他 1％に属する大富豪たち
が、残り 99％の人々を犠牲にして世界中の富を自分たちで独占し、政府を彼らの思い通りに動
かしている、と訴えたのである。 
 この占拠による反・格差の抗議運動は、インターネットから始まった点や、国を跨いだ構想、
多元的な参加、秩序ある実行、および速やかな連携など、ソーシャル・メディアの威力と特徴
が随所に見られた。その際、重要なことは、多様な集団の異なった要求がインターネットを通
じて繋がり、しかも示威運動（デモ）を通じて多くの人々の注目を集め、米国と世界中に大き
な衝撃を与えた点であろう(4)。 
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 「ウォール街占拠」の抗議者たちは、参加者全員の“意見の一致（コンセンサス）”に基づい
て行動した。彼らは、政府当局に請願するため直接行動を訴えて「総会（ジェネラル・アッセ
ンブリー）」を開催し、そこで決定された方針に基づいており、新たな“直接民主制的意思の決
定”方式を採用した、といえる(5)。 
本稿では「ウォール街占拠」運動を、米国の史上発生しては消滅していった、いわゆる「ポ
ピュリズム運動」、特に“ポピュリズム左翼”によるリベラルな社会運動の１つと位置づけてい
る。今回の「ウォール街占拠」運動は、最富裕層の貪欲に対する規制強化を求めた点で、2009
年から 2010 年に発生したポピュリズム右派による保守的な「ティーパーティー運動」とは正
反対のベクトルにあった、といってよい(6)。 
以上の認識を踏まえて、本稿では第一に、2011 年秋から 2012 年早春まで、およそ三ヶ月に
亘ってニューヨーク市ズッコティ公園を中心に展開された、「ウォール街占拠」運動の起源・標
語（スロ―ガン）・目標を分析する。その上で次に、「ウォール街占拠」抗議者たちの横顔・参
加と組織・資金を検討し、そして最後に、「ウォール街占拠運動」の経緯・安全と犯罪・著名な
反応者を紹介し、占拠運動の動向とその政治的意義を探り、新たな「直接民主制」方式による
意思決定の中身を考察してみたい。 
（注） 
（1）「反格差デモ 全米に拡大」『毎日新聞』2011 年 10 月 3 日（夕）。 
（2）社会運動とは、現在の社会状況の改善や社会問題を独自に提起し、政府の社会政策に対して推進また
は阻止を求める人々が、自分たちの理念を実現することを目的として仲間を募り、団結して目に見える形
で行動し、そして世論、社会、および政府などへの訴えを通じて、問題の解決を図る動きである。米国で
は、1920 年代にシカゴ大学の社会学者たちを中心に、最広義の運動現象を研究するため「集合行動」とい
う概念が提唱された。集合行動論によれば、社会的に不安な状態が生じると、それに対応して群集行動の
ような低次の未組織の運動が発生し、それは組織的運動へと発展、運動目的や理念が一つの社会的イノベー
ションと見られるようになり、人々によって受容されるか拒否されるかという社会的選択を受けるという。
そして社会に受容された場合には、イノベーションが定着し、社会的に統合され、社会変動に貢献すると
考えられている（塩原勉『組織と運動の理論』〔新曜社、1976 年〕等を参照）。 
（3）サラ・ヴァン・ゲルダー＋『YES！Magazine』編集部編、山形浩生＋守岡桜・森本正史訳『99％の
反乱―ウォール街占拠運動のとらえ方』〔バジリコ株式会社、2012 年〕、訳者解説、140 頁。 
（4）「ウォール街の抗議運動が拡大、社会運動へと発展」（http://j.people.com.com.cn/94474/7613730.html）。 
（5）Writers for 99%,Occupying Wall Street- The Inside Story of an Action that Changed America 
(Haymarket, 2011)、pp.7-8、同書については、本稿校正中に翻訳がでた〔芦原省一訳・高祖岩三郎解説
『ウォール街を占拠せよ―はじまりの物語』（大月書店）〕、五野井郁夫『デモとは何かー変貌する直接民主
主義』（NHK 出版、2012 年）、37 頁。 
（6）村田晃継「論点：失業者増 大統領批判に」『毎日新聞』、2011 年 10 月 21 日、なお、ティーパーティー
運動については、拙稿「ティーパーティー運動－米国政治の新方向？」『専修大学法学論集』第 112 号（2011
年７月号）、後に、藤本一美・末次俊之『ティーパーティー運動－現代米国政治分析』（東信堂、2011 年）
に収録を参照。 
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２、「ウォール街占拠」の起源・標語（スローガン）・目標 
 
（1）起源 
 一般に、「ウォール街占拠」運動の先導者としては、2010 年の英国における「学生抗議者」
や 2011 年 5 月に開始されたギリシャおよびスペインの「反・緊縮経済抗議者」などを挙げる
ことが出来る。それらはまた、中東の民主化運動を促進したいわゆる「アラブの春」とも連動
している、といわれている(1)。 
 「ウォール街占拠」は直接的には、カナダ人で反・消費者主義的出版物『アドバスターズ
（Adbusters）』を発行しているカレ・ラースン（Kalle Lasen）(2) とミッカ・ホワイト（Micah 
White）によって始められ、彼らは 2011 年 6 月、ローアー・マンハッタンの占拠を思いつい
たのである。 
6 月 9 日、ラースンはオキュパイウォールストリート･オルグのアドレスを登録し、アドバス
ターズの購読者たちに「米国はそれ自身の抗議を必要としている」と述べ、オルグの加入者に
メールで送った。そして、7 月 13 日のブログのポスト上で、アドバスターズは民主主義への企
業の影響、金融債務超過の世界的危機、および富の増大する不平等をもたらした人々の違反に
抗議するため、ウォール街を平和裡に占拠することを提案したのである(3)。 
これらの集団が「予算削減に反対のニューヨーカ （ーNYAB）」を唱えた 6 月と 7 月に、“ニュー
ヨーク総会（NYGA）”の端緒となった、あらゆる類の削減と耐乏に反対するため「大衆総会」
を形成した。それは後に、ウォール街占拠で象徴的なコアとなる、指導者を作らずコンセンサ
ス方式で議論を行なう「総会」のモデルとなった(4)。 
8 月 2 日、NYAB はボーリンググリーン公園で会合をもった。その会合には、無政府主義者
で社会人類学者のデビット・グレバ （ーDavid Graeber）と彼の仲間も参加していた。しかし、
その会合は多様な集団の議論に根ざしたコンセンサスで裁定する「総会」ではなく、そのため
グレバーらは大きな不満を感じた。実際、その会合では、例えば、“抑圧と戦争の終結”のよう
な予め決められていた要求を集積してウォール街を行進する先導者になることをもくろんでい
た。そこで 8 月 9 日、グレバーと彼の小集団は自前の“総会”を創設した。それは NYAB 会合
への出席を手控えていた多数の人々を引き寄せることになり、いわゆる「ニューヨ－ク総会」
へと発展を遂げたのである。しかもこの新たな抗議集団は、一連の要求を持つべきか否か、作
業集団（ワーキング・グループ）を形成すべきか、そして指導者たちを持つべきか否か、といっ
た争点と運動の方向を解決するため毎週会合を催した(5)。 
ちなみに、グレバー自身はこの占拠運動を“無政府主義者の哲学”に基づいていると論じて
いるし、また社会学者のダナ・ウイリアムズ（Dana Williams）も同じく、「占拠の最も直接的
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な着想は、無政府主義である」、と述べている(6)。 
「ウォール街占拠」運動が始まった際に、インターネット集団の匿名者が抗議に加わる支持
者を激励するビデオが作成され、また、“我々の政党、選挙、および政府の制度を堕落させる企
業の影響力に抗議する”ために組織された集団＝『米国の怒りの日（The U.S.Day of Rage）』
等もまたこの運動に参画した。なお、マンハッタンへの示威運動（デモ）自体は 9 月 17 日か
ら開始されている(7)。 
このような動きに対応して、フィスブックのユチューブが初期の行事の映像を宣伝しながら
9 月 19 日に、2 日遅れで始まった。そして 10 月半ばまで、フィスブックは占拠－関連の 125
頁のデーターを記載した、といわれている(8)。 
当初、抗議者たちが占拠場所として選んだのは、チェース広場一丁目、つまり“チャージン
グ・ブル”彫刻の敷地であった。だが、ニューヨ－ク市警が抗議行動の始まる前にインターネッ
ト上でこれを察知し、その場所を囲いで仕切ってしまった。そこで次に、ズッコティ公園（＝
自由広場）が選ばれたわけである。これ以降、民間の管理者が不動産所有者から要求されない
限り、公園から抗議者たちを合法的に追い出すことが出来なくなったのである(9)。 
なお、「ウォール街占拠」による抗議運動が始まった同日に開かれた記者会見の席で、ニュー
ヨーク市長のマイケル・ブロームバーグ（Michael Bloomberg）は当初、「人々は抗議する権利
がある」とし、そして彼らがもし抗議を望むならば、「我々は彼らがそれを行なう場所の確保を
保証するつもりだ」と好意的な姿勢を示した(10)。 
 周知のように、ローアー・マッハッタン地域は、元来金融機関との強い結ぶつきもあって、
1800 年代以来多くの占拠と抗議に見舞われてきた。だから、ウォール街占拠も米国の他の抗議
運動と比較されたのはいうまでもなく、この点に関して『CNN』の記者ソニア・カトヤル（Sonia 
Katyal）とエデュアロド・ペナレバ（Eduardo Penalver）は次のように述べている。 
 「この直線は 1930 年のミシガン州フルトンにおける陣取りストライキ、1960 年代のランチ
－カウンター座り込み、1969 年のネーティブ・アメリカ人活動家によるアルカトラザ占拠から、
ウォール街占拠まで連なっている｣(11)。 
今回、「ウォール街占拠」の抗議者たちは、強力な異議申し立てを伝えるため特定地形を占有
したり、法を破ったり、また時折凶暴な行動に訴えることを禁止した。これを見た評論家たち
は、「ウォール街占拠」をその他の社会運動と同様に米国の政治的伝統の中に繰り入れた。それ
らの運動とは、例えば、1894 年のコックスの陸軍、1932 年のボーナス行軍(12)、および 1971
年のメーディ抗議者のような公的場所を占拠した事件＝運動として国民の間で知られている。 
 冒頭でも述べたように、「ウォール街占拠」の原型は、2010 年の英国の学生抗議者、2011 年
のギリシャとスペインの憤慨した反・耐乏抗議者と並んで、いわゆる「アラブの春」の抗議者
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たちも挙げることができる。その際、重要なことはこれらの先導者たちは、金融制度、企業、
および政治的エリートが若者と中産階級に対して、行動面でいわば不正行為を働いてきたとい
う認識を共有しつつ、政府当局を欺くためメソーシャル・メディと電子媒体に全面的に依拠し
たという点で、ウォール街占拠運動と多くの共通性を有していたことである。こうして「ウォー
ル街占拠」運動は、米国および世界各地の反・格差“社会運動”として伝播・拡大していった
わけである(13)。 
 
（2）標語（スローガン） 
 一般に、「ウォール街占拠」の抗議者たちの特徴としては、①非・暴力主義、②市民的不服従、
③占拠、④ピケ隊、⑤示威運動（デモ）、⑥インターネット主義、などが指摘されている。本節
ではまず、彼らの主張、特に標語（スローガン）の内容を中心に検討する。 
 「ウォール街占拠」の公式サイトによれば、抗議者たちは「ワシントン D.C.の連邦議員に対
してカネの影響力をなくすため働く大統領委員会を設置するようバラク・オバマ大統領に要求
をした」(14)、という。つまり彼らは、本来ならば、国民の代表であるはずの連邦議員たちが、
今や私企業や圧力団体のロビーストの代理人に成り下がっている現実を痛烈に批判し、その是
正を求めたのである。 
 その他に、デモ活動などでは、以下のような主張が掲げられた。すなわち、①政府による金
融機関救済への批判、②富裕層への優遇措置への批判、③（銀行業務と証券業務の分離を定め
た）グラス・スティーガル法改正による金融規制の強化、④（コンピュターが 1000 分の 1 単
位で頻繁に注文を繰り返し儲けを積み重ねる取引である）高頻度取引の規制(15)。 
 ただし実際には、デモ活動への参加者が増大するにつれて要求も多様化し、例えば、高額の
家賃や学費に対する批判、高い失業率や年金問題の改善要求、地球温暖化防止なども加えられ
た。 
 ところで、「ウォール街占拠」の抗議者たち掲げるスローガンは、“我々は 99％”である。こ
のスローガンは米国における所得の不平等について鋭く言及したもので、それはまた彼らの主
要な関心事でもある。その文言は、2011 年 8 月、「ウォール街占拠」の第二回総会が召集され
た際の“我々99％”と描いたビラに由来する。“我々99％”の文言は、その他の出版物の文書
の中でも散見される。この点に関してポール・テーラー（Paul Taylor）は、そのスローガンが
ベトナム戦争時代の「地獄はごめんだ。我々は行かない」以来最も成功したスローガンの一つ
であり、民主党の多数派、無党派、および共和党の一部も経済的な所得格差が社会の不和を引
き起こしていると考えている、と論じた(16)。 
 実は、このスローガンは 2011 年 7 月に公表された『連邦議会予算局（CBO）』によって確認
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された統計データーに依拠している。図表①は、米国における最上位 1％の人々の年間所得割
り当てと、米国内の所得配分の不平等性を示したグラフである。この資料に拠れば、1980 年に
は上位 1％が全収入の 10％％を稼いだのに対して、2007 年にはその比率は 23.5％にまで増大
していることが理解できる(17)。 
 
図表① 最上位１％の年収割合 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：『米連邦議会予算局』資料 
 
実際、米国人の所得不平等は、経済的沈滞と労働者の目標を侵害している富の不平等な配分
もあって、この 30 年間に大きく増大した、といってよい。それはまた、「ウォール街占拠」抗
議者の一人であるサイモン・ロジャーズ（Simonn Rogeres）の中心的課題でもあり、彼はイギ
リスの雑誌『ガーディアン』に「占拠の抗議者は語る。99％対 1％、それは正しいのか」とい
う論文を投稿した。その中で、以下のような事実を紹介している。 
 「現在、米国人の 7 人に 1 人は貧困線以下の状態で生活している－それは 4,620 万人に達し
ている（ただし、実際にはそれよりも多い）。米国人の 6 人に 1 人は、いかなる健康保険にも
加入していない－その数は 5,000 万人で、テキサス州（2,700 万人）の二倍に相当する。少な
くとも、米国人の 17 人に 1 人は時給 7 ドル 25 セントの最低賃金以下で生活している。米国の
世帯の 14.5％は、“食料サービス”の受給者と定義されている。それは、7 世帯あたり 1 世帯
が食卓に十分な食料を確保できないことを意味している」(18)。 
ロジャーズはまた、この論文の中で次のようなデ－タ－も紹介した。すなわち、1970 年以降、
米国最大手企業の重役の給料は 4 倍以上になった。だが、平均的一般社員の給料は 10％も増え
ていない。また 1940 年代および 1970 年代の間に、米国の中流家庭の所得は二倍となった。し
かるに、その時以来、米国の最低 90％の所得は僅か 5％増えたに過ぎない。1990 年代に入っ
て、経済学者たちは米国の増大する所得不平等を示唆する研究論文を発表してきた。これらの
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デ－タ－は主として、リベラルな活動家たちと民主党関係者によって引用されたものの、しか
し、その情報は「ウォール街占拠」運動の背景にある見解として引用されるまで、一般に大き
な注目を浴びることがなかった。我々は「ウォール街占拠」の抗議者たちが、企業の貪欲さ、
主要銀行、および多国籍企業の強権的圧力と並んで、米国における所得の不平等＝格差に大き
な関心を寄せている点に留意すべきである(19)。 
 
（3）目標 
 「ウォール街占拠」抗議者の目標として、より均衡のとれた所得再配分、より良い職種、銀
行改革（銀行が獲得した利益の削減や除去を含む）、政治に対する企業の影響力縮小、大学生の
奨学金返済の免除または負債を抱えた大学生のその他の救済、並びに抵当権実施の軽減などが
挙げられ、あるメディアは「ウォール街占拠」の抗議者たちを“反・資本主義者”だと呼ぶ一方、
他のメディアはこの名称の妥当性に異議を唱えている(20)。 
 「ウォール街占拠」の抗議者たちの一部は、全国的な政策提言について公正な具体化に賛意
を示した。そこで、ある集団（グループ）は「99％宣言（the 99 Percent Declaration）」と題
した文書を作成する特別要求を提案した。しかしこれは“占拠”という名称を取り込むための
試みだと見なされて、その文書と集団は「ウォール街占拠」および「フラデルフィア占拠」の
総会の場で拒否されてしまった。実際、『自由広場青写真（リバティー・スクエァ・ブループリ
ント』を発行している他の集団も、そもそも要求を設定すること自体に反対だ、我々は条件を
暗示し、運動の存続期間を制限することで運動を制限しているのだ、と述べている。「ウォール
街占拠」に参加した無政府主義者で社会人類学者のデビット・グレバーもまた、この運動が要
求を明確に定義すべきだ、という考え方を批判し、「運動が挑戦している正に権力構造を逆効果
的に合法化することになるだろう」、と論じた(21)。 
同じような表現で、学者で活動家のジュディス・ブトラー（Judith Butler）も、「ウォール
街占拠」が要求を具体化すべきだという主張に異議を唱えた。つまり、「これらの全ての人々が
作る要求とは一体何なのか。いかなる要求も存在しないし、あなた達の批判は混乱をもたらす
かのいずれかだ」と述べた。だから、「我々は不同意なのだ。もし、不可能な要求を望むなら、
その時我々は不可能だと要求するだけである」(22)。 
世論調査員のダグラス・ショエン（Douglas Schoen）は「ウォール街占拠」抗議者たちの世
論調査に関する論文の中で、調査の結果、彼らがいわゆる「左派の政策」に深く関与している
事実を明らかにしている。それらを例示すれば、自由・資本主義への反対および富の急進的再
配分への支持、私企業部門の強い規制、並びに米国人の職種の海外流失を防ぐ保護主義的政策
などである(23)。 
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（注） 
（1）サラ・ヴァン・ゲルダー＋『YES！Magazine』編集部編、山形浩生＋守岡桜・森本正史訳『99％の
反乱―ウォール街占拠運動のとらえ方』〔バジリコ株式会社、2012 年〕、11 頁、Writers for 99%,Occupying 
Wall Street- The Inside Story of an Action that Changed America (Haymarket, 2011)、pp.5-6. 
（2）ラ－スンは、当時 69 歳。エストニア生まれのカナダ人で、1960 年代に市場調査会社を日本で起こし
た後、70 年、バンク－バ－に移住。そして 89 年に非営利雑誌の『アドバスターズ』を創刊、同誌は隔月
発行で芸術家や環境問題などの活動家に発言の場を提供している。彼は当初、「米国内の左翼勢力を結集し、
茶会運動を抑制できれば」と考えていた、と述べている（「ウォ－ル街デモの仕掛け人」『毎日新聞』、2011
年 10 月 4 日〔夕〕）。 
（3）http://www.vancourier.com/Adbusters＋sparks＋Wall＋Street＋protest/5466332/story.html 
（4）五野井郁夫『デモとは何かー変貌する直接民主主義』（NHK 出版、2012 年）、2５頁。 
（5）http://businessweek.com/magazine/david-graeber-the-antileader-of-occupy-wall-street-1026011.html 
（6）http://www.aljazeer.com/indepth/opinion/2011/11/2011112835904508.html, Willams, Dana. “The 
anarchist DNA of Occupy”. Contexts11(2):19. 
（7）http://www.smh.com.au/technology/technolgy-news/assange-can-still-occupy-centre-stage-20111028- 
1mo8x..html 
（8）http://www.brisbanetims.com.au/technology/technology-news/from-a-single-hashtag-a-protest-circled- 
the-world-20111019-1m72j.htm 
（9）http://money.com/2011/10/06/news/companies/occupy-wall-street-park.index.htm 
（10）http://newyok.ibtimes.com/articles/215511/20110917/occupy-wall-street-new-yok-saturday-protest.htm 
（11）http://en.wikipeia.org/wik/occupy-wall-street 
（12）これは大恐慌下の 1932 年、生活苦の退役軍人が救済を求めて首都ワシントン D.C.を占拠した事件
である。全国から集まった失業中の退役軍人やその家族はピーク時に約 2 万人が政府の空きビルや河川敷
でキャンプ生活をした。首都の占拠は１ケ月間に及んだものの、参謀総長ダグラス・マッカサーの命令で
軍が実力排除に乗り出し、キャンプが焼かれた。幼児を含む数名の死者と多数の負傷者が出たこの事件は、
恐慌下の最も暗い記憶の１つである（「余禄」『毎日新聞』2011 年 10 月 5 日）。 
（13）http://www.reuters.com/article/2011/10/11/uk-global-politics-protest-idUSLNE79A03Z20111011 
（14）Writers for 99%, op, cit., Occupying Wall Street- The Inside Story of an Action that Changed 
America、p.10、五野井、前掲書『デモとは何かー変貌する直接民主主義』、24 頁。 
（15）「規制強化、ウォール街デモ収束できず」『日本経済新聞』、2011 年 9 月 22 日。 
（16）http://en.wikipeia.org/wik/occupy-wall-street 
（17）http://articles.latimes.com/2011/oct/12/busines/la-fi-hiltzik-20111012 
（18）Occupy protestors say it is 99% v 1%, Are thy right ? The Guardian Data Blog,by Simon Rogets. 
（19）“Income Inequality”, The New York Times, March22, 2012. 
（20）http://en.wikipeia.org/wik/occupy-wall-street 
（21）http://www.aljazeera.com/indepth/opinion/2011/11/201112872835904508.html 
（22） http://www.salon./2011/10/24/judith-butler-at-occupy-walstreet/. 2011 年 11 月、「ウォール街占拠」
運動に参列した政治学者の五野井郁夫は「硬直的な指針を決めないことで、はじめて人々は自分の意見を
自由に述べる機会は拡大するのである。それ故リーダーの不在とあらかじめ指針を決めないという二点は、
今でもオキュウパイ・ウォールストリートの占拠でも参加者たちに広く共有されたアイディアなのだ」、と
記している（五野井、前掲書『デモとは何かー変貌する直接民主主義』、40 頁）。 
（23）Douglas Schoen, “Polling the Occupy Wall Street Crowd”, The Wall Street Journal, October 18, 
2011. 
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３、「ウォール街占拠」抗議者の横顔･組織・資金 
 
（1）抗議者の横顔 
「ウォール街占拠」に参加した初期の抗議者たちの多くは、一般に 20 代および 30 代前半の
若者たちであった。その理由の一部は、彼らが促進した「社会的網状組織（ソーシャル・ネッ
トワーク）にあり、抗議は主として若者たちによって担われてきたからに他ならない(1)。 
もちろん、抗議運動が拡大するにつれて、年配の抗議者たちも参加してきた。抗議者たちの
平均年齢は 33 歳で、20 代と 40 代の人々が均衡している。また多様な宗教信者たちが、イス
ラム教、ユダヤ教、およびキリスト教を含む形で抗議を代表していた。その中でラビー・チャ
イム・グローバ （ーRabbi Chaim Gruber）は、ズッコティ公園に野営した唯一の聖職者であっ
た(2)。 
『AP 通信』は 10 月、抗議者には多様な年齢、性別、および人種が参加している、と報道し、
また“オキュパイウォールストリート・オルグ”に反応した調査に基づく研究によれば、抗議
者たちの 81.2%が白人、6.8%がヒスパニックス、1.6%が黒人、そして 7.6%がその他に分類さ
れる、と報告した(3)。 
10 月 19 日に公表された『公共問題に関するバラク・カレッジスクール（Baruch College 
School of Public Affair）』による“オキュパイウォールストリート・オルグ”のホ－ムペイジ
に関する接続者調査によると、1,619名のウェブ上の応答者の中で三分の一は30歳以下であり、
半数は常勤の雇用者、13%は失業者、そして 13%は年棒 7 万ドル以上を稼いでいた点が明らか
にされ、また民主党、共和党または無党派/その他、といった「政党支持態度」の選択肢を聞い
たところ、回答者の 27.3%が自分は民主党だと答え、2.4%が自分は共和党だと答え、そして残
りの 70%は自分を無党派だと答えていた、という(4)。 
一方、『フォダム大学政治学部（Fordham University Department of Politcal Science）』に
よる調査でも、上記のバラク・カレッジの調査結果が追認され、さらに詳細なデーターを紹介
している。すなわち、「ウォール街占拠」抗議者たちの政党所属は民主党が 25%、共和党が 2%、
社会党が 11%、緑の党が 11%、その他の党が 12%、そして無党派が 39%である。なお、フォ
ダム大学の調査によれば、抗議者たちのイデオロギー区分を見ると、自分をかなりリベラルだ
と認識している者が 80%、穏健派が 15%、そしてかなり保守的が 6%という結果であった(5)。 
以上要するに、「ウォール街占拠」抗議者は、白人が圧倒的で 30 歳以下が３割強、またリベ
ラル派が 8 割、しかもかなり割合が無党派で占められていることがわかる。 
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（2）参加と組織 
 ニューヨーク市総会は、「ウォール街占拠」の主要な決定作成機関であり、抗議者たちの指導
および執行機能の多くを担っている。その会合では、様々な集団が「ウォール街占拠」の考え
方および要求を議論し、また会合では出席と発言の双方を一般の人々に解放している。会合に
は正式な指導部は存在しないものの、ただ、一定のメンバーたちが日常的に「調停者（モデレィ
ター）」として行動している(6)。 
ここで興味深いのは、会合への参加者たちが「スタック（stack）」と呼ばれる方法を利用し
て各集団の提案について議論している事実である。なお、ここでいう、スタックとは誰でも加
わることが出来る演説の順番表である。ニューヨーク市総会では、「連続スタック（the 
progressive stack）」と称するものが用いられ、そこでは周辺の集団の人々も時折、進行係また
は「ストック保持者」により、有力な集団の人々の前で発言が許され、議事の進行係たちに“進
行”または“後退”を促す。そのような方法に基づいて彼らが所属する集団は、女性および少
数派が議論の中心から疎外されないように留意している。また、その間、反対に白人の方はし
ばらく発言を控えねばならない(7)。なお、会合の議事はボランティアたちが記録しているので、
それを見ることで会合に出席できなかった仲間も最新の情報が入手可能である。 
 ちなみに、連日のように働き、ウォール街占拠を計画している「作業集団（ワーキング・グ
ループ）」は 2012 年初期の段階で 89 を数えた(8)。組織本部には「発言会議（Spokes Council）」
も存在し、そこには全ての作業集団が参加できるようになっている。 
 ニューヨ－ク市在住のライターでエディターの大竹秀子は「ウォール街占拠」に関する現地
からの報告の中で、この占拠運動の“直接民主主義”的要素について、以下のように伝えてい
る。 
 「運営と活動に関する決定は毎日午後 7 時に開かれる総会によって決められる。会議は誰で
も平等に参加できる横に広がる直接民主制を取っている。地べたに車座に座り、パワーポイン
トもハンドマイクもなく会議（ミーテイング）は進む。市の規制でスピーカやメガホンは使え
ないので、遠くまで発言が聞こえるよう、いまではすっかり有名になった“人間拡声器”の手
法が使われる。誰かが発言すると、すぐそばにいて発言がよく聞こえる人たちが大声で繰り返
して遠くに伝える。人の輪が大きすぎて一回の伝言では伝わらない時には、次のグル－プが最
初のグループの言葉を繰り返し、それでもだめなら三つ目のグループが発言をリレーする。・・・ 
総会の決議は多数決方式を採らず、全員の賛成を原則とする。51 人の賛成が 49 人の声を消
していいとは考えないからだ。知恵をしぼり全員が気分良く納得ができる結論を探る。発言へ
の反応には、“手話”が使われる。両手をあげてひらひら振れば、イエス。手を下向きに振れば、
ノー。人差し指をあげるのは、議題に関して情報をもっていると示すなど、いくつかの約束事
－ 31 － 
が決められている」(9)。 
 既に述べたように、「ウォール街占拠」運動には、いかなる指導者も存在しないという認識が
共有されているにも関わらず、一種の指導者＝調停者たちが現れた。運動をめぐる討議の進行
役ニコル・カーティ （ーNicole Carty）は、この点について次のようにいう。「通常、我々がリー
ダーシップを考える時、我々は権限について考える。しかし、ここにはいかなる権限も存在し
ない」。「人々は手本によって導かれ、彼らは必要と認めた時に前進し、そして彼らが必要と認
めた時に後退するのである」(10)。 
フォダム大学教授のポール・レビソン（Paul Levinson）によれば、「ウォール街占拠」と同
様な運動は、古代国家時代以来、実際に目にしたことがなかった“直接民主主義”の新たな台
頭を象徴している、と評価している(11)。 
 
（3）資金 
 いかなる運動でも費用はかかる。ズッコティ公園において「ウォール街占拠」抗議者の参加
が始まった数週間の間に、資金の大部分は５万ドルから 10 万ドルの所得を得ている階層から
の献金によるもので、一人当たりの平均献金額は 22 ドルだ、と報告された(12)。 
 資金担当集団のメンバーによれば、「ウォール街占拠」運動には総額にして 70 万ドル以上の
資金が集まったという(13)。抗議者たちがズッコティ公園に参加した間、それらの資金は食料お
よびその他の日用品を購入し、デモで逮捕された仲間の抗議者たちを救済するために当てられ
た。11 月 15 日、「ウォール街占拠」の資金担当集団のメンバーたちは、夜通しキャンプに対す
る公園封鎖に伴い、運動を能率的に遂行し、運営費を再検討し、我々がもはや毎日の基盤を必
要としない、若千の作業集団（ワーキング・グループ）を整理または統合する処置をとるべき
だ、と述べた(14)。 
翌 2012 年 3 月 2 日、「ウォール街占拠」運動を支えるための費用と大きな諸経費の急増に直
面した、会計作業集団として知られる「資金管理チーム」からの内部報告書で、数十万ドルの
献金のうち僅か 4,400 ドルしか残っていない状態であることが、明らかにされた。その報告書
は、もし現在の収支をこれまでのように維持するとすれば、その場合、運動資金は 3 週間で尽
きるだろう、と警告した(15)。 
運動を展開していくにあたり、最も費用のかかった品目は、食料賄い費、バス切符、地下鉄
乗車券、および印刷物費用のような日常活動費が大半を占めた。そこで、3 月 3 日に「職務指
導者（ビジネス・リーダー）」は、新たに『運動財源集団（Movement Resource Group）』を
創設し、1,500 万ドル以上を目標にまず 30 万ドルをかき集め、その資金は適切な受け取り人が
2 万 5 千ドルを助成金の形で利用できるように手配した(16)。 
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（注） 
（1）http://www,nytimes.com/2011/10/01/nyregion/wall-street-ocupiers-protesting-till-whenever.html? 
=occpywallstreet,Ray Downs, Protesters, Protsters Occupy Wall Street to Rally Against Corporate 
America, Christian Post, September18, 2011. 
（2）http://en.wikipeia.org/wik/occupy-wall-street 
（3）http://fastcompany.com//1792056/pccuoy-wall-street-demographics-infographic 
（4）Sean･Captain, "The Demographics of Occupy Wall Street, Fast Company, Oct19, 2011. 
（5）http://en.wikipeia.org/wik/occupy-wall-street 
（6）http;//www.businesweek.com./ap/financialnews/D9RKV7HOO.htm 
（7）Writers for 99%, Occupying Wall Street- The Inside Story of an Action that Changed America 
(Haymarket, 2011)、pp.29-30. 
（8）五野井郁夫『デモとは何かー変貌する直接民主主義』（NHK 出版、2012 年）、46 頁。なお、五野井
は「ウォール街占拠デモで名物といえば、ゼネラル・アッセンブリーと、人間マイク、そしてワーキング・
グループだ」と指摘し、「ウォール街占拠」運動の意思決定過程を現地からビビットに伝えている（同上、
40 頁）、ちなみに、ワーキング・グループには、医療、法律、食糧から衛生、安全、さらに厳選図書、教
育、報道、調停、そして紛争解決など多様なグループが含まれている（サラ・ヴァン・ゲルダー＋『YES！
Magazine』編集部編、山形浩生＋守岡桜・森本正史訳『99％の反乱―ウォール街占拠運動のとらえ方』〔バ
ジリコ株式会社、2012 年〕、62 頁）。 
（9）大竹秀子「私たちは 99％－“ウォール街を占拠せよ”現地からの報告」『世界』、2011 年 12 月号、
131 頁、Writers for 99%, op, cit., Occupying Wall Street- The Inside Story of an Action that Changed 
America、pp.28-29. 
（10）http://www.crainsnewyork.com/article/20111113/ECONOMY/311139975 
（11）http://www.ibtimes.com/articles/224719/20111004/occupy-wall-street^protest-demands-zucootti- 
heather-gautney-fodham.htm 
（12）http://en.wikipeia.org/wik/occupy-wall-street 
（13）http://www.nypost.com/p/news/local/manhattan/ows-has-money-to-burn-zbjQcSF86gzz8vvVDSNZgM 
has money to burn 
（14）http://money.cnn.com/2011/11/21/news/occupy-wall-street-money/ 
（15）http://www.reuters.com/article/2012/03/09/us-usa-occupy-funds-idUSBRE8281CM20120309 
（16）http://www.npr.org/2012/03/03/14861379/ben-and-jerry-raise-dough-for-occupy-movement 
 
 
４、「ウォール街占拠」運動の経緯・安全と犯罪・著名な反応者 
 
（1）ズッコティ公園での占拠経緯 
夜間使用が禁止される以前には、テニスコート２面分のズッコティ公園の敷地内には常時、
100 名から 200 名の人々が寝泊りしていた。当初、テントは認められず、抗議者たちは寝袋や
毛布で寝ていた。また、食事の支給が一日当たり全額 1000 ドルの費用で開始された。『ウォー
ルストリート・ジャーナル』誌と『ニューヨーク・ポスト』紙の報道によれば、何人かの訪問
者たちは近くのレストランを利用していた。一方、公園周辺の多くの企業は反対にそれでかな
りの影響を受けた(1)。 
献金箱には一日約 5,000 ドルが集まり、献金は国中から送られてきた、という。だが、その
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一方で、炊事場ボランティアーは、運動に参加していない人々にも食事を提供するために一日
18 時間働き詰めで、三日間に褐色の米、簡単なサンドイッチ、およびポテトチップのみで過ご
した、と不満を述べた(2)。 
 多くの抗議者たちはまた、近くの企業施設のバスルームを利用させてもらった。運動の支持
者たちはシャワーと公衆便所の要求を満たすために、自分たちのバスルーム等の利用を申しで
たのである。 
 ニューヨーク市当局は、携帯の電子拡声器を含めて、「増音音響装置」の利用許可書を要求し
てきた。だが、「ウォール街占拠」の抗議者たちは許可書を持っていなかったので、彼らは“人
間拡声器（human microphone）”を作り上げ、それを通じて、発言者は近くの聴衆者が一斉に
言葉を繰り返している間、小休止した。その効果は著しく、ある人はこれが仲間をより一層緊
密に一体化させる効果をもたらした、と指摘している(3)。 
公園での夜通しの利用が認められた数週間、膝置き形コンピュターといくつかの無線ルー
ターを含めた電子機器の利用のため分離した一角が確保された。その一角は、ニューヨーク消
防署が 10 月 28 日に撤去するまで、ガス発電機で照らされていた。しかし、消防署は火災の危
険性がある、と警告してきた。そこで、抗議者たちは電気、つまり抗議者たちの膝置き型およ
びその他の電子機器に電源を供給するバッテリーをつけるための発電装置を備えた自転車を利
用した(4)。 
 ところで、10 月 6 日に、ズッコティ公園を所有する『ブロックフィルド・オフィス地所
（Brookfield Office Properties）』は次の内容の声明文を発表し、物議を醸した。いわく「公衆
衛生が大きな関心の的になっている。・・・普段、公園は清潔に掃除され、毎週点検を受けてい
た。［しかし］抗議者たちは協力することを拒否しているので、・・・公園は 9 月 16 日の金曜
日以来、清掃されていない。そのため、衛生状態が極めて悪い状態にある」(5)。 
 次いで 10 月 13 日、ニューヨーク市長のブレームバーグとブロックフィルドは、午前 7 時に
翌朝の清掃のため公園から立ち退かねばならない、と発表した。しかも、警察側は抗議者たち
が清掃の後に、寝袋と他の用具を持って戻ることは認められない旨の発言をした。そのため、
抗議者たちは｢占拠を守る｣と誓約した。多数の抗議者たちは、公園で寝て過ごすため真夜中も
占拠を続けた。翌朝、地所所有者側は清掃作業を延期した。清掃業務の続行を阻止させるため
に市当局との対決に備えていた、数名の抗議者たちは清掃が中止された後に、市庁舎の外側で
騒動行為を繰り返して警官と衝突した(6)。 
10 月 20 日、ズッコティ公園の近隣住民たちはコニュニティー委員会の会合で、不十分な衛
生状態、抗議者たちによる暴言的あざけりと難題、騒音、並びにそれに関連した問題について
不満を漏らした。ある住民は怒りをこめて、抗議者たちが「我々の戸止めに排便している」と
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苦情を呈した。そこで、委員会のメンバーのトリシア・ジョイス（Tricia Joyce）は「彼らはい
くつかの制限した範囲を持つべきだ。それは必ずしも抗議を止めることを意味するものでない。
私が望むのは制限した範囲内で均衡をとることだ。何故なら、ここに長期間留まることになる
からである」、と語った(7)。 
 それから約一ヶ月後の 11 月 15 日の真夜中過ぎに、ニューヨーク市警察署は抗議者たちに対
して、伝えられる不衛生と危険を理由に、ズッコティ公園から離れるようにとの公園所有者ロッ
クフィルド・オフイス地所からの通達文を送ってきた。通達文には、彼らが寝袋、防水シート
またはテントを所持しなければ戻れる、とも記されていた(8)。 
それから約一時間後に、騒動行為の中で警察は公園から抗議者たちを排除し、多数のジャー
ナリストを含めて行動に参加していた 200 名を拘束した。こうして警察による手入れが進行す
る一方、「ウォール街占拠」のマスメディア・チームは、次のような見出しの公式返答文を発布
した。「時間が経過しても、貴方たちは我々の考えを追い出すことはできない」(9)。 
暮れも押し迫った 12 月 31 日、抗議者たちは再び公園を占拠した。ある地点では、抗議者た
ちが警察のバリゲートを街路へと押し戻した。警察は素早く、バリゲートを後退させた。占拠
者たちは次に、公園内の全てのバリゲートを取り壊し、それをズッコティ公園の中央にある建
物の中に積み重ねた(10)。これに対して警察は再執行を呼びかけ、その間に多数の活動家たちが
公園に突入した。警察も公園に突入しようとしたが、抗議者たちによって押し追い返されてし
まった。そこには、警察が使用したと見られる刺激噴霧器の報告書も落ちていた。 
午前 12 時 40 分頃、ある集団が公園内で元旦を祝った後、彼らは公園から立ち去り、ブロー
ドウェーへと行進していった。警察は騒動騒ぎの中で、午前 1 時 30 分頃、公園を清掃し始め、
その間に 68 名の人々が拘束された。その中には、分断された一組の仲間と警官を負傷させた
事件関係者も含まれていたものの、事件そのものは数時間以内に治まった(11)。 
ズッコティ公園の宿営地が閉鎖された以降、数名の正式なキャンプ生活者が地域の教会で寝
ることが認められた。しかし、彼らがもはやこれ以上長く歓迎されるかどうかは疑問であった。
また以前の公園占拠者たちさえも、彼らがホ－ムレスの抗議者たちのために資金と食事を提供
し続けることができるかどうか、懸念した。公園から撤去されて以来、残念ながら「ウォール
街占拠」の抗議者たちは、実際には宿営が必要ではなく、むしろ重荷でさえあると考える人々
と占拠の方向性をめぐり意見が分裂するようになった(12)。 
こうして、ズッコティ公園宿営が閉鎖された以降、「ウォール街占拠」運動は、銀行、企業の
本社、証券取引所の会合、短大および大学のキャンパス、並びにウォール街自体の占拠の方へ
とその焦点が移っていった、といえる。なお、占拠運動の発端以来、ニューヨーク市当局が、
ズッコティ公園内の抗議者たちの宿営取締りに要した超勤務手当ては 1,700 万ドルと見積もら
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れている。 
2012 年 3 月 17 日、「ウォール街占拠」デモの参加者たちは、ズッコティ公園を再占拠する
ことで、この運動の六ヶ月記念の行進を試みた。しかし、抗議者たちは直ちに、警察によって
一掃され、警察は 70 名以上を逮捕した。あるベテランの抗議者は述べた。警察官が用いた暴
力は我々が目撃した中で最も凶暴なものであったと。また、『ガーディアン』誌の報道記者は、
抗議者たちが「たくましい警察官によりガラス戸で締め出され、そのガラスの中に大きな割れ
目が生じた」のを目撃した、と記した(13)。そして、3 月 24 日には、数百名にのぼる「ウォー
ル街占拠」の抗議者たちが警察の暴力に反対する抗議運動をズッコティ公園からユニオン・ス
クィアまで行なった。 
 
（2）安全と犯罪 
「ウォール街占拠」の抗議者たちは、セル型電話およびラットトップ型などのコンピュター
のような多様な機器の窃盗について苦情を申し立てた。また、一時炊事場に保管して置いた
2,500 ドルの寄付金が盗難によりなくなった。さらに、ある男性は EMT の支柱を壊したかど
で逮捕された(14)。 
この件に関して、ニューヨーク市警の警察部長ポール・ブラウン（Paul Browne）は、抗議
者たちが三件の苦情を同一の個人から訴えられるまで、犯罪を報告しなかった、と語った。も
ちろん、抗議者たちは三件の拒否事件を否定した。ある抗議者は『ニューヨーク・デイリー・
ニューズ』の取材に対して、私は「貴方自身で対応する必要がある」と述べて特定できなかっ
た告訴への返答を警察から聞かされた、と訴えた(15)。 
ところで、「ウォール街占拠」が始まって数週間後に、抗議者たちから女性のみが寝ているテ
ント内で生じた性的暴力事件に関する詳細な申し立てが行なわれた。そこで、「ウォール街占拠」
組織者たちは、性的暴行に関する声明文を発表し、以下のように記した。 
 「個人としてまた地域共同体の一員として、我々はこのような暴力文化の代替物を創造する
責任と機会がある。我々は、生存者が無条件で尊敬され支持される OWS と世界のために働い
ている。・・・我々は性的暴力について認識を高める努力を重ねている。これには、健全な人間
関係の原動力と危害を防ぐ意見の一致の慣習を奨励するような予防的措置も含まれている」(16)。 
 なお、こうした厳しい状況のなかで、連邦政府の「祖国安全省（The Departmet of Homeland 
Security：DHS）」は、ウォール街占拠を脅威であると認識し、「公的抗議運動と結びついた大
衆集会は、運輸、通商、および政府サービスにとって破壊的効果を有している。特に主要な大
都市で実施された場合はそういえる」、と述べた。なお、DHS は占拠運動に関する多くの資料
を保管し、また（内部告発サイト）ウィキリークスが公開したＥメールで流された情報に従っ
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て、ソシャール・メディアを監視している(17)。 
 
（3）著名な反応者 
「ウォール街占拠」運動について、民主党のバラク・オバマ大統領は、10 月 6 日の記者会見
の席で次のように発言して、一定の理解を示した。「私はその運動は米国人が感じる要求不満を
表明するものだと考える。我々は、大恐慌以来の最大の金融危機に直面した。国中を通じて全
てにわたってとてつもない付随的損害が生じている。・・・今、貴方は最初の状況へと陥れた虐
待的経験に関して断固たる措置をとるため果敢な努力を試みている仲間たちを目にしているの
だ」(18)。ただその一方で、金融業界は法に違反していないと擁護する姿勢を示して距離を置い
た。 
 一方、共和党の大統領候補者のミット・ロムニー（Mitt Romney）は次のような見解を述べ
て、当初批判したものの後に態度を変えた。「“見つけてつまみ出す”必要のある悪い参加者が
存在するが、私は米国の特定の産業と地域を狙い撃ちにするのは間違っており、ウォール街占
拠を激励することは“危険で”、“階級闘争”を引き起こすものと考えている」(19)。しかしなが
ら、ロムニーは後に、抗議運動に同情を表明し、「私は、ウォール街で何が生じているのか見守
りたい。皆さん、私の見解はこれらの人々がどのように感じているのか理解することです」、と
発言している(20)。 
連邦議会下院の民主党院内総務のナンシー・ペロシー（Nancy Pelosi）は、「私は全国的に発
展しているウォール街運動を支持する」と述べた(21)。また、9 月には、ニューヨ－ク市内の大
学組織、地方の 100 あまりの米運輸労働組合、およびニューヨーク地下鉄 32BJ サービス雇用
国際組合を含む、様々な組織や労組が示威運動（デモ）への支持を表明した(22)。 
ちなみに、ウォール街占拠の抗議が始まって 5 日目に、元カレント TV の解説者キース・オ
ルバーマン（Keith Olbermann）は、初期段階でウォール街抗議者と示威運動を全く報道しな
かった主要メディアの姿勢を強く批判し、注目された(23)。 
（注） 
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 この点に関して、小山エミは次のように問題点を指摘している。「ズッコティ公園も（学校や職場や家庭
やその他のあらゆる場所と同じく）完全に安全ではない。ウォール街占拠運動において女性や性的少数者
に対する暴力を予防するための活動をしているグループによれば、彼らが把握しているだけでも四件の深
刻な性暴力事件が公園内において起きている。･･･性暴力の報告を受け、ズッコティ公園では、メンタルヘ
ルス面でサポートを行なうボランティアスタッフの有志を中心に、性暴力被害者支援チームが結成された」
（小山エミ「ウォール街占拠」運動における「運動内運動」－性暴力、ホ－ムレス避難、ホモフォピアを
めぐって）Synodos Journal、http://synodos.linedoor.biz/archives/18558.html）。なお、小山はその他に、
ホ－ムレスの参加者とそれ以外の者との分断を取り上げ、政治的な議論が激しく交わされ、つねに動きの
ある東側と、ホームレスの人たちが陣取る西側が、きれいに住み分けされており、･･･「危険なホームレス」
からどうやって「自分たち」に身を守るか、ということが真面目に議論された、と指摘している。 
 
図② ズコッティ公園の占拠 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 実際、ズッコティ公園内では、東側地域と西側地域とでは占拠運動の方向性という点で一種の温度差が
確認できる。一般に、公園の東側は、運動の支持者がより改革－志向的で中産階級で占められ、組織活動
のいわば要である。一方、西側は、多くの労働者階級（ホームレスを含む）と政治的に妥協しない急進的
な活動家が占拠していた（Writers for 99%, op. cite., Occupying Wall Street- The Inside Story of an 
出典：Writers for the 99%, Occuping Wall Street-The Inside Story of an Action that Changed
America (Haymarket, 2011). 
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Action that Changed America,pp.62-63）。 
（17）http://www.rollingstone.com/poltics/blogs/national/affaira/exclusiv-homeland-security-kept-atbs
-on-occupy-wall-atret-20120228#ixzz1nkxlehSX 
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warfsre-20111004 
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story 
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89641317369600 
 ニューヨーク市内の大学組織や労組は、市当局が財政悪化を理由に、各種の助成金の打ち切りやサービ
ス低下に異議を唱えて座り込みなどによる抗議運動をしていた。だが、効果が上がっていなかった。その
ため、「ウォール街占拠」運動は、結果的に学生組織や労組に格好の活動の場を提供したといえる（Writers 
for 99%, op.cite., Occupying Wall Street- The Inside Story of an Action that Changed America, pp. 
55-59）。 
 ちなみに、「ウォール街占拠」運動に賛同する著名人としては、女優のス－ザン・サランドラ、映画監督
のマイケル・ムーアー、投機家のジョージ・ソロス、芸術家のオノ・ヨーコ、俳優のティム・ロビンス、
経済学者のポール・クルーマン、ミュージシャンのトム・モレロ等を挙げることができる。 
（23）http://www.obsever.com/2011/09/occupy -wall-streets-media-problems/ 
 
 
５、おわりに 
 
以上において、我々は 2011 年秋から 2012 年早春にかけて、米国はニューヨーク市のズッコ
ティ公園＝自由の広場で展開された「ウォール街占拠」運動の実態と特徴を検討してきた。反・
格差社会を訴えた占拠運動は我々に対して、忘れかけていた多くの事実を教えてくれたといえ
る。改めていうまでもなく、占拠運動に参加した若者たちは、政治に深く幻滅していた。彼ら
は「代議制社会があちこちの国で失敗したのだから、僕らは直接民主主義でいく」と語った。
すなわち、リーダーを擁しない、統一目標や綱領もつくらない。その代わりに、参加者全員が
平等の発言権を有する。時間はかかっても話し合いで物事を決める。ウォール街占拠の若者た
ちはそれを見事に実践したのだ、といってよい(1)。 
 東京農工大の松下博宣によれば、「ウォール街占拠」抗議者たちによる運動を通じて明確と
なったメッセージは、大別して次の四点に集約されるという。 
 ①大量失業問題に対する反抗・・・米国の統計では失業率は 9％といわれる。しかし、非正
規労働者で十分な賃金を得ることができない「アンダー・エンプロイメント」を含めると 17％
という高い数値となっている。特に若者の失業問題は深刻だ。労働市場から排除されている人々
が多すぎるのである。これらの背景から、オバマ政権は、失業問題に対して有効な政策をとっ
ていないという批判が噴出した。 
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 ②格差に対する反抗・・・富裕層上位１パーセントが全米所得のおよそ 20 パーセントを占
めている。そして資産規模では上位 10 パーセントに属する人々が全米の資産の 90 パーセント
を占めるという強烈な所得格差、資産格差がやり玉にあがっている。「99％の私たち」という
スローガンには、「1％の米国人が占有する富に対して 99％の米国人は排除されている」という
問題意識が顕れている。もはや、この圧倒的格差を容認すべきでない、という反抗である。 
 ③民主主義の換骨奪胎に対する反抗・・・さらに進んで、この格差を放置している米国の民
主主義はどうなっているのか、という疑問がある。圧倒的多数の持たざる「民」のために民主
主義はあるはずなのに、まったくそうなっていない現状に対する反抗である。 
 ④強欲・金融資本主義への反抗・・・先に上げた三つの反抗は、行くつくところ現行の体制
のバックボーンである資本主義のあり方に向かっている。99 パーセントの人々が直接関与して
いる実物経済を活性化させるより、むしろ、それに寄生している利益を収奪する強欲･金融資本
主義が諸悪の根源である。その象徴としての「ウォール街」がやり玉に挙がっているという構
図だ(2)。 
以上の点を踏まえて、松下はこれらの４つの理由が統合すると、明確な体制への反抗となる
という。すなわち、米国流のフリー・マーケット（自由市場）によって、「自由」を享受できる
のは、わずか１パーセントの富裕層である。特に実物経済にバレッジを掛けて欲しいままに儲
けて、破綻すれば、税金によって救済される大手投資銀行の存在に、人々は、強欲・金融資本
主義の米国国家との結託を見てとった。それらの結託は米国の国是であるはずの民主主義の根
本を否定するものなのだ。その意味で「ウォール街占拠」運動は現下米国の、市場主義、資本
主義、および民主主義のありかた対する先鋭な反抗なのである、と説く。全く同感の至りであ
る。 
 確かに、現在の米国が直面している経済的状況は厳しく、失業者が増大し、特に若者は仕事
からあふれて、社会的に疎外され、しかも先行きは真っ暗である。その意味で、今回の「ウォー
ル街占拠」運動に対しては多くの人々の共感が得られたことは間違いない。周知のように、米
国では、植民地時代にニューイングランド地方を中心に「タウン・ミーティング」と称し、地
域住民が全員参加して物事を決定した「直接民主制」方式の伝統がある。また、大衆運動とし
ては、農民運動、ポピュリズム運動、革新主義運動、および少数派への差別撤廃運動に見られ
るように、占拠による直接民主制的な社会運動の長い伝統を有している。本稿の冒頭でも述べ
たように、今回の抗議者たちの行動と訴えは、米国のポピュリズム、それもポピュリズム左派
のリベラルな運動の伝統を引きついだものと思われるし、ポピュリズム右派の保守的「ティー
パーティー運動」とは正反対の「ベクトル」にあった、と考えられる。 
 最後に、「ウォール街占拠」運動に内在する問題点と政治的意味を検討して、結びとしたい。
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まず、「ウォール街占拠」は約三ヶ月という短期間の内に大規模な運動そのものは収束したが、
それは何故なのか。 
 この点について、この運動の先導者で『アドバスターズ』発行人のラースンは、「もともと私
は越冬せよと訴えるつもりもなかった」と語っており、占拠運動が当初から長期的な展開を考
慮していなかった、述べている。ラースンは、「ウォール街占拠」のスローガン＝“我々は 99％
だ”を米国および世界中の多くの人々に周知徹底させたことで、その役割を十分に果たしたと
認識しているようである(3)。それに、ニューヨーク市を訪れた人ならわかるように、マンハッ
タンの「冬」は思いのほか寒くて厳しく、建物なしの路上生活は到底耐え難い。また、政治学
者の五野井が指摘するように、肝要なことは時の経過と共に、「ウォール街占拠」運動を継承し
ている人々の体質と雰囲気が変化してきた点も忘れてならないだろう(4)。 
 ところで、世論調査会社『ラスムッセン』が 2011 年 10 月 12 日に発表した全国調査によれ
ば、回答者の 41％は、「ウォール街占拠」の抗議者たちによるデモを「好感しない」と答えて
おり、「好感する」の 36％を上回っていた(5)。実際、ジャーナリストの津山恵子がいうように、
人々の間でも今回の運動を疑問視する声は少なくない。この点について、津山は特別レポ－ト
の中で次のような事実を紹介している。 
「10 月 14 日、OWS が寝泊まりしているズッコティ公園をニューヨーク市警が一掃すると
発表していた朝、“公園からやつらがいなくなるぞ”と喜んでいるウォールストリートのトレー
ダーに会った。ニューヨーク証券取引所の場立ちである別のトレーダーも若者たちが抱えるフ
ラストレーションは理解できる。でも、“占拠”する場所が間違っている。金融機関に働く人間
は、政府の決めた規則の中で、生活や家族のために働いているだけだ。占拠すべきはワシント
ンだ。連邦議会議事堂に行けばいい、とコメントした。彼は OWS の攻撃対象となっている金
融機関で働くものの、さほど高級取りでない多く従業員の気持ちを代弁している」。また、同世
代の若者からも「占拠などしないで、仕事を探せばいい。OWSのせいで350万ドルに上るニュー
ヨーク警察官の給料と残業料は税金で支払われている。時間と税金の無駄遣いだ」、という意見
も聞かれた(6)。 
それでは、「ウォール街占拠」運動は、2012 年 11 月の大統領選挙にいかなる影響をもたら
すのであろうか。この点については、まだ予測の域を出ないものの、ジョージタウン大学のマ
イケル・ケンジン（Michael Kenjinn）は、次のような見通を披露して興味深い。総じて的を
ついた見解と思われるで、紹介しておく。 
「経済危機で金融界が批判を浴びたにもかかわらず、銀行やウォール街は厳しく規制されな
かった。現在のような抗議運動が起きることは、かねて予想された。ついに起きたが、草の根
の保守派“茶会運動（ティーパーティ・ムーブメント）”の主張ほど焦点は定まっていない。だ
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が、デモ参加者は脚光を浴びることに成功したものの、持続的な影響力を持つとは限らない。
単なる抗議運動のまま、尻すぼみに終わる可能性も（十分に）ある。（抗議者たちは）達成すべ
き目的を定めかねており、見極めるのは時期尚早だ。注目されるは、抗議運動が左派（勢力）
を勢いづけ、左派の政治家やオバマ大統領を利するかどうかだ。政治家には、抗議運動のエネ
ルギーを選挙に利用できるかどうかが関心事だろう。デモ参加者の多くは“民主党も共和党も
同じ”と主張している。そうなると、投票にいかないか、（もしくは）第三党の候補を求めるこ
とになり、民主党には痛手だ」(7)。 
いずれにせよ、大企業への批判、大きな経済格差の解消、若者の雇用拡大などを求めて、ニュー
ヨーク市のウォール街で開始された“占拠”による反・格差抗議運動は、全米のみならず、我
が国や世界中に拡大・伝播して社会運動として注目を集めた。大事なことは、米国の国民自身
がこの種の抗議運動をただ単に批判するだけでなく、ある種の理解を示して懐の大きさを示し
たことであろう。もちろん、この運動は最終的に消滅しつつあるとはいえ、しかし、“我々は
99％だ”というスローガンが多くの人々の琴線にふれたことは間違いなく、そこに我々は、米
国型「民主主義」体制の未来を見た気がする。 
（注） 
（1）ウォール街占拠の提唱者ラースンはインタビューに答えて、次のように指摘する。「ウォール街こそ
格差社会の元凶。本丸に乗り込んで市民の憤りを世界に伝えたいと考えた。労働組合が展開してきたよう
な垂直型の街頭デモではだめ。指揮組織をもたない、もっと水平的でもっと自発的な運動しかないと考え
た」（「カオスの深淵 格差の元凶群衆で対抗―ウォール街占拠の仕掛け人 カレ・ラースンさん」『朝日新
聞』、2012 年 1 月 1 日）。 
（2）「いいね 12 万超、ウォールストリート占拠運動で、アメリカの民主主義の根幹がとわれている」『環
境会議』『人間会議』2012 年 05 月 21 日（http://www.advertimes.com/21120521/article67601）。 
（3）前掲、『朝日新聞』、2012 年 1 月 1 日。 
（4）2012 年 2 月末、再び「ズッコティ公園」を訪問した五野井は、「オキュパイ・ウォールストリート本
体はリアルで物理的な中枢を放棄し、ネット上に中枢を置くという戦略へと本格的に移行した」、と述べて
いる（五野井郁夫『デモとは何かー変貌する直接民主主義』（NHK 出版、2012 年）、57～58 頁）。要する
に、「ウォール街占拠」運動は、本来多様で包括的行動を特色とするものの、それ自身内部で広範に社会に
浸透していた分裂に直面するようになった。実際、「総会」にしても表面的には“意見の一致（コンセンサ
ス）”に基づく組織であるにもかかわらず、その他の人々、ことに公園の西側占領者にとっては公園内占拠
者の総意を真に代弁する機関でなくなっていた、といわれる（Writers for 99%,Occupying Wall Street- The 
Inside Story of an Action that Changed America (Haymarket, 2011)、pp.65-67）。 
（5）ただし、米キニピアック大学がニューヨーク市のみの有権者 1,068 人を対象にした調査では、67％が
OWS を支持すると回答している（津山恵子「特別レポート：世界中に拡大したウォール街デモ－その政治
的影響力米大統領選挙への波紋」『週間ダイヤモンド』第 147 回〔2011 年 10 月 24 日〕）。 
（6）同上論文。 
（7）「首都デモ 左派系計画－“ウォール街”拡大」『読売新聞』、2011 年 10 月 6 日。 
（2012 年 8 月 15 日、脱稿） 
